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持続可能な開発目標（SDGs）とは、2015年9月の国連サミットで採択された「持続可能な開発の
ための2030アジェンダ」にて記載された2030年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標
です。17のゴール・169のターゲットから構成され、地球上の「誰一人取り残さない（leave no 
one behind）」ことを誓っています。

2012年に施行された「消費者教育の推進に関する法律」では、消費者市民社会を「消費者が、個々
の消費者の特性及び消費生活の多様性を相互に尊重しつつ、自らの消費生活に関する行動が現在及び
将来の世代にわたって内外の社会経済情勢及び地球環境に影響を及ぼし得るものであることを自覚し
て、公正かつ持続可能な社会の形成に積極的に参画する社会」と定義しています。

持続可能な社会をめざす上で、私たちひとり一人の消費者が学び・考え、そして行動への一歩を踏
み出すことが求められており、本市においてはすべての世代を対象に、地域・学校で消費者教育を進
めています。「かしこい消費者」とは、悪質商法に騙されないということだけでなく、環境や健康、子
どもたちの未来のことも考えられる消費者になるということです。日々の消費は、経済はもとより環
境や保健・福祉などと密接に結び付いており、「かしこい消費者」は社会を変えることができます。

皆さんの身近なところから、消費者としての学びを始めましょう。

持続可能な社会をめざし、
ともに考え・学び・行動することが、
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はじめに

消費者教育を教育・研究対象として、はや30年以上が経つ。
消費者教育の内容は社会状況の変容と連動している。
地球規模の様々な問題が深刻化している中で2016年に「持続可能な開発目標（SDGs）」が発

効された。グローバル化や情報化などの社会的変化も急速に進展している。AIなどを活用して社
会の課題解決を目指すSociety5.0は、SDGsと連動して推進することが「拡大版SDGsアクショ
ンプラン 2019」( 外務省 SDGs 本部 )（https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/sdgs/
pdf/actionplan2019.pdf）に示されていることから、様々な課題解決を目指した消費者教育の
重要性が増している。

そこで本稿では、これからの消費者市民教育で育成したい力はどのようなものかについて述べて
みたい。

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10持続可能な社会の形成を目指す消費者市民教育

消費者教育の定義が「消費者教育の推進に関する法律」第2条に明記された。消費者教育とは、
「消費者の自立を支援するために行われる消費生活に関する教育及びこれに準ずる啓発活動（消
費者が主体的に消費者市民社会の形成に参画することの重要性について理解及び関心を深める
ための教育を含む）」である。消費者の自立と消費者市民社会への参画を目指した教育であるこ
とがわかる。

つまり消費者教育の本質は、消費者の能力開発であり、消費者教育は市民教育でもある。そ
の基礎づくりを学校教育で行っているが、社会人になった後も、社会状況の変容に対応できる
よう、継続して能力開発に取組むことが重要であり、生涯教育として消費者市民教育を位置づ
ける必要がある。

そのため学校教育においては、社会に出てからも自らの意思による学習を可能にする基盤を
作っておくことが大切である。消費者市民社会の責任ある構成員となるための基本的姿勢を育て、
消費者を取り巻く環境が変化しても、消費者としての課題を自らの力で解決する実践力と意欲を
身に付けさせたい。

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10消費者市民社会の責任ある構成員としての行動

消費者市民社会の責任ある構成員としての行動は、世界中の人々が当事者となった感染症ク
ライシスへの向き合い方に通ずる。

まずは、自己管理。自分自身の健康に責任を持ち、軽度な不調は自身で手当てをする。自分
の健康は自分で守る。自分の健康を守ることは他人の健康を守ること、ひいては社会の健康を
守ることにつながっていることを自覚して、日々行動することが求められる。

社会全体で感染拡大の危機感を共有し、団結して課題を解決するためには、「考え、判断し、
行動する」力や想像力、共感力が不可欠である。

一方で人々の不安につけこんだ悪質な詐欺も横行している。通販サイト等でのトラブルも増加
している。個人の消費者市民力（被害予防に加え、消費行動の責任を認識し行動できる力）を高め、
社会の一員としての自覚をもち、社会のために力を発揮できる消費者市民を育成することが求め
られている。

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10自らの行動を変え、社会を変革する力

今回のパンデミックで、霊長類学者のジェーン・グドール博士は「私たちは自然界の一部で
あり、動物を軽視したり、自然を破壊したりすることは子どもたちから未来を奪うということ
に気づき、どうすれば自分の生き方を変えることができるのかを真剣に考えなければならない」
と指摘している（https://www.afpbb.com/articles/-/3278221）。また倫理的な選択ができ
るために貧困を和らげなければならないとも述べている。

持続可能な社会の形成に向けて、これまで以上に消費行動を環境に配慮したものに変え、倫
理的な消費（エシカル消費）を選択することは、個人の生き方（ライフスタイル）そのものの
変革の一歩となる。その変革をどれだけの人が実践できるかが問われている。

これまでの常識や価値観が通用しない社会がやってきた。みんなで新しい実践に踏み出し、
柔軟性、共感性、想像力等を高めながら、個人の生活と社会の「変革」を目指そう。

消費者市民教育の
新たなステージ

大阪教育大学教授
京都府・京都市消費生活審議会委員

大本久美子
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消費者市民社会って
どんな社会?

子どもたちの未来のために
持続可能な社会を目指して

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10『消費者教育』を
 知っていますか?

「消費者を教育すること?」と、何となく分か
る気がするけど、実際にはよく分からないとい
う方も多いのではないでしょうか。

また、悪質商法に騙されないためにはどうす
ればよいか学ぶこと、つまり、消費者被害に遭
わないようにするための教育だと思っている方
も多くいるはずです。

消費者教育とは、実際には、悪質商法だけで
なく、お金のこと、衣食住、社会、経済、環境
など幅広い分野についての知識や技能を身につ
け、実際の消費生活にそれをいかして、安心・
安全でゆたかな暮らしをすることができるよう
にするための教育であり、より広い意味を持っ
たものといえます。

平成24年12月に施行された消費者教育推進
法では、「消費者の自立を支援するために行わ
れる消費生活に関する教育及びこれに準ずる啓
発活動」が消費者教育と定義されています。

ここで求められている消費者教育は、悪質商法
に騙されないというような狭い意味での消費者教
育ではなく、社会、環境、経済というさまざまな
点から、いかに消費活動を通じて社会貢献ができ
るかという点に焦点が当てられています。

自ら進んで、消費生活に関して必要な知識を
修得し、必要な情報を収集するなど、自主的・

合理的に行動しようとする消費者、すなわち「自
立した消費者」の育成を目指すことが、消費者
教育の理念です。

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10『消費者市民社会』って
 どんな社会?

消費者一人ひとりが、自分のことだけではな
く、周りの人々や将来生まれる人、社会、経済、
環境に影響することまでを考えて消費活動を行
い、社会がより良くなるよう行動する消費者が
多数になる社会のことを「消費者市民社会」と
いいます。

この消費者市民社会の実現のためには、すべ
ての消費者が年齢や特性に応じて、家庭、学校、
地域、職域その他の場でそれぞれに適した方法
により知識や技能を身につけることが大切です。

さらに、身につけたことを実際の生活にいか
して、安心・安全でゆたかな消費生活を実現す
るための活動をすることが大切です。そのため
には、社会、経済、環境などの幅広い分野にお
いて、これらの活動を支援していくことが重要
です。

このような「消費者市民社会」を目指すため
に、前述の法律では、消費者教育を「消費者の
自立を支援」することと位置付け、自立の大切
な中身として消費者が主体的に消費者市民社会
の形成に参画することを展望しています。

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 あなたの消費行動が
 社会を変える

これまでも消費者教育のための取組はいろい

ろとありました。しかし、どのようにすれば個
人が消費者被害に遭わないか、実際に遭った場
合にどうすればいいのかという点が中心に考え
られがちでした。社会、経済、環境といった幅
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広い視点から消費について考えるという点では
十分とは言えませんでした。

これは、 消費者が単に「事業者が提供する商
品やサービスの受け手である」、「消費行動とは、
個人の必要や欲求を満たすための購入のことで
あり、 「買う、 買わない」を決めるだけの極めて
個人的な営み」だと捉えられてきたためです。

しかし、本来の消費行動は、購入だけでなく、
使用・廃棄・再生においても、 社会・経済・環
境に影響を及ぼします。つまり、 消費行動は社
会的な営みであり、消費者はこうした消費行動
や、 事業者、 行政に対する働きかけを通じて、
主体的に社会・経済・環境に影響を与えること
ができる存在だといえます。

例えば、 フェアトレードです。
フェアトレードとは、発展途上国で生産され

た作物や製品を適正な価格で継続的に取り引き
し、生産者の持続的な生活向上を支える仕組み
です。

発展途上国の中には、生産者が十分な生活が
できない賃金で労働を強いられているところが
あり、 そのことが、 暮らしを支えるために、 多
くの子どもたちが働かざるを得ない状況を生み
出しています。

消費者である私たちが、正当な価格で取引さ
れたフェアトレード廂品を購入することは、発
展途上国の人たちの暮らしを支援し、その結果、
子どもたちが学校で教育を受ける機会を得るこ

とにもつながります。
現在、 日本でも、 一部の企業でコーヒーや

チョコレートなどのフェアトレード商品を販売
しています。私たちがフェアトレード商品を選
択し購入し続けることは、企業のフェアトレー
ド商品の販売を促進することにもなり、さらに
たくさんのフェアトレード商品が店頭に並ぶこ
とにもつながります。

このように、私たち一人ひとりの消費行動で、
発展途上国の人たちの暮らしを向上させていくこ
ともでき、社会貢献につなげることもできます。

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10  京都の資源をいかして
 取り組んでいきましょう!

京都には、 持続可能な未来につなぐための「資
源」がたくさんあります。

季節の食材を余すことなく使い切る「もった
いない」の精神に代表される「しまつの文化」
をはじめ、 「門掃き」や「打ち水」といった古き
良き伝統的な生活習慣が今も引き継がれ、住み
継ぐための住まい方の工夫など、ものを無駄に
せず、 長く大切に使う精神文化、 さらには、内
外からの観光客をあたたかく迎える「おもいや
りとおもてなしの心」など、伝統の中で培われ
たすばらしい文化が息づいています。

また、環境に対する市民の意識が高く、 自由で
先駆的な気風を持ち、高い自治の精神を備え、多

くの大学のある活気あふれるまちでもあります。
これらの資源をいかして、子どもたちの未来

のために、 自然と調和し、 こころゆたかな京都
のくらしを未来へ引き継いでいけるよう、地域

コミュニティや消費者団体、 事業者・事業者団
体、 行政などと一緒になって、 ともに考え・学
び・行動し、 京都で「消費者市民社会」の実現
を目指して取り組んでいきましょう。

あなたの消費行動が
社会を変えます
1200年かけて培った京都の

“資源”をいかして
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ともに考え・学び・行動する
消費生活プラン〈概要〉

● 京都市消費者教育推進計画 ●
─未来へつなごう  自然と調和し  こころゆたかな京都のくらし─

基 本 的 な 考え方

■ 基本的な視点
 ⑴計画が期待する消費者像
　①�自らの体験をいかし、 日常生活の中でたくましく生きる実践的な能力を育み、消費者力の向上

を目指して行動する消費者
　②�子どもや高齢者など見守りが必要な人に目を向け行動する消費者
　③�自分のことだけでなく周りの人々や次世代のこと、 社会・経済・環境に影響することまで思い

をはせて行動する消費者

 ⑵本市が目指す消費者教育
　①�市民が消費生活に関する知識・技能を身につけ、 生活にいかすことによる安心・安全で豊かな

消費生活の実現
　②�消費者市民社会の実現に向けた年齢階層や各々のライフスタイル（生活様式）・特性に応じた方

法や場での多様な担い手との連携による京都らしさをいかした消費者教育の推進

 ⑶計画のポイント
　①�一生涯を通じた身近な場での消費者教育の推進
　②�消費者教育の担い手等との連携による地域の実情に応じた取組の推進
　③�消費生活における間題点や課題の把握・状況に応じた必要な取組の推進
　④�既に行っている環境、 安心・安全、 食、 すまい、 歩くまち・京都、 教育など京都ならではの特徴

もいかしたさまざまな活動の消費者教育の視点での把握、体系化の推進

■ 計画の位置付け
●�京都市消費生活基本計画の取組をより具体的に推進するための行動計画
●�消費者教育を実践的に進める軸となる計画

■ 今後の方針
消費者教育を含めた消費者施策全体を総合的に推進してい

くため、京都市消費生活基本計画の下、一体的に施策を策定、
実施していく。

京 都 市 消 費 生 活 基 本 計 画 の 取 組 イ メ ー ジ（ 参 考 ）

消費生活の安心•安全

基本方針1

●商品・サービスそのものに対す
る不信・不安の増大

●購入後の商品等の安全性の低下
●賞味期限や産地等の表示偽装の
多発、表示への不信感の増大

●地域商店街の衰退による日常の
消費生活の崩壊など

安心・安全な消費生活環境を確保する
ための基本的な施策として、経常的に取
り組む施策

ともに考え・学び・行動する消費生活プラン

持続可能な未来につなぐより良い京都づくりを目指す取組
ともに考え・学び・行動する消費者教育

背
景

消費者被害の救済及び防止

基本方針2

●高齢者や若年者を狙った深刻な
消費者被害の発生

●コミュニティで孤立した消費者
被害の潜在化

●必要な情報に到達できない消費
者の増加

●消費生活相談内容の高度化・複
雑化など

消費者が直面する不安を解消し、消費
生活の安定のために取り組む施策

背
景

消費者の自立支援

基本方針3

●携帯電話の普及や成人年齢問題
等、トラブル低年齢化への懸念

●悪質事業者による新たな手口と
の競争　など

消費者の自立のために取り組む施策

背
景

京都から始める未来へつなぐ
消費生活

基本方針4

●消費生活を脅かす深刻な環境問題
●消費者の社会的責任の認識の希
薄さ　など

消費者がこれからの消費生活を考え、行
動するよう、消費者の育成に取り組む施策

背
景
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持続可能な未来につなぐより良い京都づくりを目指す連携の輪

環境モデル都市、 国際文化観光都市に指定されている京都市が、 世界文化自由都市として未来に向
かって更に発展していくためには、 京都らしいくらしの知恵や文化を次世代に引き継ぎ、 実践していく
ことが大切です。

消費者市民社会を京都から実現するために、京都に暮らす消費者として一人ひとりが自覚を持ち、地域
コミュニティや消費者団体、 事業者・事業者団体、 行政などとともに一体となって行動していきましょう。

1ライフステージ（年齢階層）に応じた体系的な消費者教育
ライフステージ・時代に応じた消費生活に関する幅広い知識・技能を身につけるための取組の幼児期
からのさまざまな場における体系的な推進

2 担い手と連携して行う実践的な消費者教育
既に家庭・学校・地域などのさまざまな場で活動する消費者教育の担い手に対する一層の自覚的消費
者教育への関与の働きかけ関係行政部局、 大学、 消費者団体、 事業者・事業者団体などの多様な担い
手との連携による実践的かつ効果的な消費生活について学べる機会の提供

3 配慮を必要とする人々への消費者教育
障害のある人や外国人に対しての消費者教育の推進

年齢階層 取組方針

幼
児
期

●�保護者と一緒に学べる取組の
実施

●�「育てる側」に必要な情報の
提供

●�不慮の事故防止のための迅
速な注意喚起

小
学
生
期

●�学校での学びに役立つツール
の作成

●�学校以外で保護者と一緒に
学べる場の提供

●�保護者への消費生活情報の
提供やトラブル防止の働きか
け

中
学
生
期
・
高
校
生
期

●�学校における消費者教育の一
層の充実

●�学校への積極的な情報提供　
●�学校以外の場での学びの機
会の提供

●�消費者トラブルの回避だけで
なく加害者にならないための
知識の提供

●�消費者トラブル防止のための
情報機器についての正しい知
識と危険性等の情報の提供

成
人

大
学
生
・
専
門
学
校
生
　

●�契約者としての責任を自覚す
るための注意喚起

●�大学等を通した積極的な情
報提供

●�大学生向けの消費者講座の
内容の充実

●�情報発信の手段の工夫

一
般

●�社会人、 保護者、 見守りの担
い手などさまざまな立場とし
ての必要な情報の提供

●�消費生活に関する幅広い知
識の提供

●�ライフスタイル（生活様式）
に配慮したさまざまな手段に
よる情報の提供

高
齢
者
　

●�高齢者自身も担い手となる地
域での見守り活動の支援

●�関係者と連携した消費生活
情報の効果的な方法による
提供

●�高齢者が関心を持ち、見守り
を行う人が伝えやすいかたち
での消費生活情報の提供

●�消費者トラブル防止のための
情報機器についての正しい知
識と危険性等の情報の提供

担い手と連携して行う実践的な消費者教育ライフステージ（年齢階層）に応じた
体系的な消費者教育

配慮を必要とする人々への消費者教育

保護者には…
●�お金の管理・環境·食などに関する子どもの教育に

必要な支援の実施
●�子どもを不慮の事故から守るための製品等の安全に

関する最新情報の発信
●��消費者トラブル防止のための情報機器についての正

しい知識と危険性等の情報の提供
●��PTA活動の中で学習機会を提供できるようにするた

めの働きかけ

教職員には…
●��学習指導要領で実施する体系的な消費者教育の授業

に役立つ情報や教材の提供及び研修の充実
●��大学の教職員に対する消費者トラブル防止のための

情報提供や講座実施の働きかけ

高齢者・幼い子ども・障害のある人等の
見守りを行う人々には…

●��消費生活総合センターの消費生活に関する学びの拠
点としての積極的な周知

●��他の担い手と連携した消費生活講座の実施による必
要な知識の積極的な提供

●�地域コミュニティのニーズに合わせた出前講座の積
極的な実施

消費者団体には…
●�消費生活講座の共催などの活動の支援
●�活動の場の提供
●�定期的な情報交換の実施

事業者・事業者団体には…
●�定期的な情報交換の実施
●�各種イベント・講座等での積極的な連携
●�事業者の社会的責任に関する啓発講座の実施

行政は…
●�消費生活総合センターがコーディネーターとなっての関

係者間での連携・協働による取組の推進
●�消費生活総合センターが消費者教育の活動拠点とし

ての消費者教育推進の中核的な役割の遂行

外国人
●�「大学のまち・学生のまち」

京都で学ぶ留学生や外国人旅
行者などへの京都でのくらし
や滞在に役立つ情報の提供

●�留学生等への消費者トラブ
ル防止のための情報の提供

●�おもてなしの心につながる
安心・安全な環境の整備

障害のある人
●�障害のある人やその

家族等に対する障害
の特性に配慮した消
費生活に関する情報
提供・啓発

●�障害のある人の消費
者トラブルの把握

●�見守りの支援

持続可能な未来につなぐより良い京都づくりを目指す取組

ともに考え・学び・行動する消費者教育

持続可能な未来につなぐ
より良い京都づくり

安心•安全
家庭や地域でのきずなやつ

ながりをいかし、 「世界ー安心
安全・おもてなしのまち京都」
を目指しましょう。

環境
それぞれのライフスタイル

に合わせて、 できるだけ環境
への負荷が少ない生活を心が
けましょう。

教育
生涯を通していろいろなこ

とに興味を持ち、 身につけた知
識をいかして、より良い京都づ
くりに向けて行動しましょう。

すまい
すまいを通して自然との付

き合い方を見つめ直し、環境
にやさしいくらしを実現しま
しょう。

歩くまち・京都
健康で、 人と環境にやさし

く、 まちの活力にもっながる、 
クルマに頼りすぎない歩くこ
とを中心としたくらしを大切
にしましょう。

食
「食」を通じた伝統的な食文
化の継承、 地元産業の振興や
地産地消による環境負荷の軽
減など、 知識を増やして生活
にいかすようにしましょう。

自治会等、
各種団体 消費者団体 事業者・

事業者団体
大学等
教育機関

京都府、京都府警察、
京都弁護士会等の関係機関等

基本計画における消費者教育を充実・
強化して推進するための行動計画の策定

家
庭
教
育

学
校
教
育

生
涯
学
習
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平成27〜29年度
進めています!  消費者教育 京都市の取組

教育委員会の協力の下、総合教育センター指導主事や小学校家庭科教育研究
会と連携し、小・中学校の家庭科の授業等で活用していただくための消費者教育
教材を作成し、発達段階に応じた京都ならではの消費者教育を推進してきました。

教育委員会等と
連携した
消費者教育教材の作成

実生活に即した場面で実践的・体験的に学べる消費者教育教材として作成しました。
●自分が実際に消費行動をする場面を具体的にイメージでき、実感できる消費者教育教材
●ICT（プレゼンテーション）を活用し、授業展開の効率化
●学習班を4〜5人の少人数に設定し、情報カード等のセットを各班に用意
●意見交換を重視し、多様な考えに気付かせる学習場面を設定
●考え方の移りかわりを読み取れるような生徒用ワークシートを作成
●教員用のアジェンダを添付

実習キット

実習キット

実習キット

実習キット「冊子（副読本）」

※�この冊子は平成27年度か
ら毎年市内の全中学校へ
配布しています。

パワーポイント教材

平成27年度
消費者教育教材資料表彰「優秀賞」受賞

平成27年度
消費者教育教材資料表彰「優秀賞」受賞

■ めざせ!消費者市民!
中学生に消費者教育を実施する際に、副読本として活用

していただくことを目的に作成。
中学生が親しみやすいキャラクターを登場させるととも

に、四コマ漫画やイラストを多数採り入れ、若者の被害が
目立つトラブル事例などのポイントを分かりやすく解説す
ることで、若者の消費者被害の未然防止を図るとともに、「消
費者市民」として行動できる「かしこい消費者」を目指す
内容としています。

■ 買い物シミュレーション学習キット
商品の情報を見比べ整理しながら、児童が自分なり

の考えで一つの商品の購入を決定するシミュレーショ
ン（疑似体験）ができるよう工夫。各自が選択した理
由を発表し合い、様々な視点や考え方があることを確
認できます。授業等でより活用していただきやすいよ
う、小学5〜6年生の家庭科の教科書に掲載されてい
る調理実習で使う野菜等の素材を採り入れています。

■ めざそう　買い物名人
（平成28年度に「考えよう!買い物と暮らし」から改題）

消費生活の基本となる「お金の流れ」と「買い物」を取り上げ
たパワーポイント形式の消費者教育教材。パワーポイントデータ
は自由に編集することができ、それぞれの学校の実態に合わせた
学習をしていただけるようにしました。また、授業等で活用いた
だけるワークシートやイラスト素材も収録しています。

「自転車事故から考えよう!〜消費行動による社会参画を学ぶ〜」
自転車で事故にあうという

ストーリーの「すごろく」を
プレイしながら、消費者の基
本的な権利と責任について学
習できる教材。自分の消費行
動を社会と環境との関わりか
ら見直し、自分でできること
を考える内容としています。

「役割を演じて考えよう!〜消費者被害の背景とその対応を学ぶ〜」
若者が直面する様々なトラブル事例について、特定の役割を演じ、当事者の心理やトラブルに巻き込

まれやすい理由、対応の問題点を理解し、望ましい行動・対応などを体験的に習得することをねらいと
するロールプレイング教材。日常の消費場面を具体的にイメージし、出来事に直面した際におかしいと
気付くことができるか、思わ
ぬトラブルに巻き込まれたと
時にどうすべきか、トラブル
を回避するためにどのように
行動すればよいか、を生徒が
主体的に考える学習プログラ
ムとしています。

「Tシャツを選ぼう!〜消費行動における意思決定プロセスを学ぶ〜」
「購入目的に合ったTシャツを買

う」という場面を想定し、いろい
ろな情報をもとに、4種類のTシャ
ツから1つのTシャツを選ぶ体験を
することで、自分の消費の仕方に
ついて考える内容としています。

小学生向け消費者教育教材

中学生向け消費者教育教材

消費者市民の育成を目指して　第1〜3弾

第
1
弾

第
2
弾

第
3
弾



16　 　17

背景等 見直しのポイント

学習指導要領を踏まえた新たな消費者教育教材（試作版）を活用したモデル授業の様子（於:高倉小学校　対象:小学5年生）

「売買契約」が成立する場面や買い物をする前後での「消費者の役割」等について、クイズや話し合い活
動を通して学習できるものとしています。本教材のデータ（パワーポイント、ワークシート例、指導案）は、
本市教員用ポータルサイトからダウンロードできる形にしたことで、教員が加工可能な教材とし、幅広い活
用を期待できます。併せて、黒板等に貼付できる小道具も作成し、授業で活用しやすいようにするとともに、
教員の協力の下、指導案に板書例も収録しています。また、児童が役割パネルを使用し、「買う人」、「売る人」
を演じることで、どの時点で「売買契約」が成立するのかを体験を通して楽しく考えられるようにしました。

■ 小学生向け消費者教育教材「消費者の役割って何だろう？」

本市教員が消費者教育の重要性及び成年年齢引下げへの対応について理解を深めるとともに、小・中・高
の系統性を踏まえた消費者教育の指導のあり方について学ぶことで、本市全体の学校教育における消費者教
育の指導力の向上を図るため、2019〜2021年度を消費者教育推進強化期間として、新たに「実践的な消
費者教育支援事業」を立ち上げました。

本事業により、実践的な教育のための教材開発・手法の高度化を図ることで、学校での消費者教育を充実
させることとしています。

学習指導要領改訂、成年年齢引下げ、アク
ションプログラムの発出
これまでの取組から見えてきた課題
●教材の活用状況が一部に留まる
●消費者教育の広まりの低迷
●教材作成費用のコスト
●教員がより活用しやすい教材開発の必要性

アクションプログラムが発出され、民法改正による成年年齢の引下げも決定。若年者の消費者被害の防止・
救済のため、また、自主的かつ合理的に社会の一員として行動する自立した消費者の育成のための効果的な
消費者教育の方策として、実践的な消費者教育の実施が喫緊の課題となっていることから、教育委員会との
連携をより一層強化し、学習指導要領の改訂も踏まえ、小・中・高において切れ目のない一貫した消費者教
育を推進することとしています。

●ワンポイント版教材の開発
●加工可能な教材の開発
●様々な教員とのコラボ
●教育委員会事務局からの全校周知の徹底等
➡�教育委員会事務局学校指導課、総合教育セ

ンター指導主事、家庭科教育研究会との綿
密な打ち合わせ

「第49回近畿小学校家庭科教育研究会 京都
大会」（令和元年10月25日開催）において、
これらの教材等が展示されました。

学習指導要領を踏まえた新たな中学生向け消費者教育教材（試作版）を活用したモデル授業の様子
（於:京都御池中学校　対象:中学2年生）

平成30年度〜
実践的な消費者教育 !　さらなる連携!!

中学生向け消費者教育教材

■ 「商品の選択と購入（クレジットなどの三者間契約）」

平成29年3月の学習指導要領の改訂に伴い、消費者教育の指導内容が一層充実されたことから、中学校の
家庭科教育において新設された「クレジットなどの三者間契約」の単元で活用できるワンポイント版教材と
して、教育委員会事務局学校指導課の協力の下、総合教育センター指導主事、「自立した消費者を育む教育」
推進校の教員及び中学校家庭科教育研究会教員との連携により作成しました。

「売買契約の基礎」、「買い物の仕組み」、「消費者の役割」の単元の授業等で活用

活
用
の
ポ
イ
ン
ト



18　 　19

独立行政法人国民生活センターとの共催により、民法における成年年齢引下げを踏まえた対応を中心に、
消費者庁作成の『社会への扉』の活用や若者の消費生活相談の現状、今後の制度・仕組みの変更がどのよう
に学校現場に影響するのかを学ぶことを目的として全国の教員等を対象にした消費者教育の研修講座を実施
しました。

なお、当該研修講座については本市教育委員会事務局学校指導課及び京都府消費生活安全センターと連携
し、府内の教員等（私立含む）への周知等を行いました。

民法改正による令和4年4月からの成年年齢引下げを見据え、若年者への消費者教育の充実を図るため、
教員を目指す学生等、これから消費者教育の担い手となる方々を対象に、「日常生活の中で実践できる能力を
育み、自ら考え自ら行動する自立した消費者」を育成するための消費者教育の指導力の向上を図ることを目
的として、京都府及びNPO法人コンシューマーズ京都（消費者団体）と連携して実施しました。

<家庭科指導講座　技術・家庭（家庭分野）夏季研修講座>

<京都市立高等学校家庭科研究会　秋季研修会>

小・中・高
教員合同研修

高等学校
教員研修

中学校
教員研修

本市教員が消費者教育の重要性及び成年年齢引下げへの対応について理解を深めるとともに、学習指導要
領も踏まえた消費者教育の指導のあり方について学ぶことで、本市全体の学校教育における消費者教育の指
導力の向上を図ることを目的として、京都市消費生活総合センターと教育委員会が協議のうえ、消費者教育
を専門とする外部講師の派遣等、講座内容の充実を図るためのコーディネートを行っています。

実践的な消費者教育支援事業

教育委員会等が実施する教員向け研修講座

国民生活センター共催　教員向け研修講座

教員を目指す学生等のための課外セミナー「どう教える?成年年齢引下げ」
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未来を変える!
エシカル消費の取組

素材から学ぶくらしの学校

エシカル・ラボin京都

夏休みワークショップ〜エシカル消費のススメ〜

令和元年5年1月号 京都市民しんぶんの特集記事令和元年5年1月号 京都市民しんぶんの特集記事

京都エシカルフェア
〜子どもたちに伝えたい、
思いやりのある暮らし〜

「これからの1000年を紡ぐ企業
認定」認定企業と連携・協働し、
小学生を対象に、体験学習や調理
実習を通してモノができるまでの
過程や社会的課題について学び、
自分や家庭での消費生活が社会・
環境にもたらす影響を考えていた
だくことを目的とした体験型のイ
ベントを開催。

「エシカル消費（倫理的消費）」の考え方を市民・
府民の皆様に広く紹介・普及し、京都市、京都府及
び「京都エシカル消費推進ネットワーク」※で連携し、
行動に繋げていただくことを目的として開催。

※�人や社会・環境に配慮した「エシカル消費」を普及してい
くために、京都府内の消費者団体、事業者団体をはじめと
する関係団体、行政関係機関等で平成29年度に設置。

京都市、京都府、消費者庁の主催により、エシカ
ル消費の考え方を広く市民・府民の皆様に紹介・普
及し、行動に繋げていただくことを目的として、普
及・啓発シンポジウム「エシカル・ラボin京都」を
開催。行政や事業者、民間団体、学生などの多様な
ステークホルダーが協働し、シンポジウムのほか、
関連イベントとして、展示や物販、ワークショップ
等を実施。

消費者団体、事業者団体をはじめとする関係
団体、エシカル消費の担い手として京都で活躍
されている企業や学生の皆様にも御協力いただ
き、参加型ワークショップのほか、紙芝居、物
販や展示を実施。
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講義プログラム例（令和元年度）

第 1 講　開講にあたって―「消費者問題」とは� （青木真美・同志社大学教授）

第 2 講　「消費者問題」の現場から� （森　順美・消費生活相談員）

第 3 講　インターネットトラブル対策について

� 　　　　（京都府警察サイバー犯罪対策課、京都府警察ネット安心アドバイザー）

第 4 講　消費者契約法（消費者団体訴訟制度、適格消費者団体含む）� （増田朋記・弁護士）

第 6 講　消費者教育について� （大本久美子・大阪教育大学教授）

第 5 講　グループワーク「消費者被害をなくそう」� （コンシューマーズ京都）

第 7 講　キャッシュレス時代の金融リテラシー�（渡邊孝子・ファイナンシャルプランナー）

第 8 講　SDGsとエシカル消費� （西山尚幸・コンシューマーズ京都）

第 9 講　エシカル消費を広げるために� （加渡　いづみ・四国大学短期大学部教授）

第10講　消費者と企業の対話から<1>� （日本ヒーブ協会）

第11講　消費者と企業の対話から<2>� （公益社団法人　消費者関連専門会議）

第12講　食品衛生(食の安全安心）／ごみ減量(食品ロスを減らそう)

� （京都市健康安全課/京都市ごみ減量推進課）

第13講　グループワーク「お買いものが世界を変える」� （大本久美子・大阪教育大学教授）

第14講　消費者行政の取組� （京都市消費生活総合センター）

第15講　まとめ講義� （青木真美・同志社大学教授）

（於：同志社大学今出川キャ
ンパス 良心館101号室）

■ 大学における消費生活講座（大学・消費者団体・行政が連携した取組）

「大学のまち京都・学生のまち京都」ならではの取組として、消費者団体、同志社大学と大学コンソーシア
ム京都との協働により、大学生等が消費者契約トラブルなどの消費者問題についての現状認識を高め、その
解決のために必要な法的知識を学ぶとともに、自らのライフスタイルについて考えを深めることを目的とし
て、平成22年度から、消費者問題に関する講座を寄附講座として開設しています。

なお、成年年齢引下げを見据え、平成30年度からこれまでの夏季集中講座（5日間で15講）を見直し、
複雑化・多様化する消費者問題について深く学んでもらうため、半期の講座として同志社大学今出川キャン
パスで実施しています。

令和2年度からは同志社大学での受講枠を拡大するため春学期及び秋学期それぞれで開講し、通年での実
施とするほか、他大学においても大学教員の協力を得て、教養科目等における講義の一部について、消費者
問題について取り上げてもらうよう、他大学での講座開設や講師派遣等のコーディネートをNPO法人コン
シューマーズ京都（消費者団体）と連携し実施していきます。

▶全15回の講義をふり返り、特に印象に残った講義を3つあげるとすると、どれですか。
1位…第 9 講　エシカル消費を広げるために

2位…第13講　グループワーク「お買いものが世界を変える」

3位…第 5 講　グループワーク「消費者被害をなくそう」
　 　　第 8 講　SDGsとエシカル消費

大学コンソーシアム京都・単位互換科目「消費者問題」の授業は、弁護士、消費生活相談員、ファイナンシャ
ルプランナーなどの専門職をはじめ、消費者教育に関する大学教授、警察、行政、企業といった多彩なゲス
トスピーカーによるリレー方式で講義を行い、理解を深めるためにグループワークを重視して行っています。

〜大学のまち京都・学生のまち京都〜
大学・消費者団体・行政の連携!

大学講座

大学コンソーシアム京都・単位互換科目「消費者問題」

受講生へのアンケート調査から授
業
の
様
子
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【知識編】

【意識編】

令和元年度　アンケート結果抜粋（「開始時」及び「終了時」の同一設問による比較)

店で買い物をするとき、契約が成立するのはいつ？

317歳の高校生が保護者に内緒で10万円の化粧品セットを契約した。この契約は取り消せる？

7「エシカル消費」という言葉を知っています？

商品を受け取ったとき

代金を払ったとき

買いたいものを伝え、店員が
「はい、かしこまりました」と言ったとき

店を出たとき

契約がない場合、契約は成立していない

無回答

29.1%
25.4％

52.3%

35.8％

32.8％
15.1%

1.2%
0％
1.2%

6.0％
1.2%
0％

取り消すことはできない

未成年取消しができる

保護者が取消を求めたときのみ、
未成年取消しができる

わからない

無回答

「エシカル消費」という言葉を知っていて、
自分の言葉で説明できる

「エシカル消費」という言葉を知っているが、
説明できるほどではない

「エシカル消費」という言葉は
聞いたことはあるが、よくわからない

「エシカル消費」という言葉を
聞いたことがない

無回答

0 10 20 30 40 50 60

0 10 20 30 40 50 60 70 80

5.8%
56.1％

9.3%
31.8％

12.8%
4.5％

70.9%
4.5％

1.2%
3.0％

1

23.3%
10.6％

38.4%
28.8％

11.6%
3.0％

3.0％
0%

54.5％
26.7%

0 10 20 30 40 50 60

「消費生活センター」について知っていましたか。次の中から当てはまるものに○を付けてください。

商品やサービスを選ぶ際に、意識するポイントは？（当てはまるものすべてに○）

相談やセミナー・講座、
啓発活動を行っていることを知っている

相談ができることを知っている

名前だけは聞いたことがある

知らない

その他

無回答

5.8%
65.2%

21.1%
20.7%

17.8%
14.3%
14.4%

10.5%
17.2%

16.2%
12.5%
12.4%

3.3%
4.1%

0.3%
0.8%

9.2%
7.9%

1.9%
6.0%

0.8%
3.0%

0.8%
1.9%

0.6%
2.3%

26.7%
19.7%

38.4%
10.6%

26.7%
0%
0%
0%
2.3%
4.5%

価格

デザイン

メーカー・ブランド

品質

安全性

生産場所・生産地

容器・包装が少ないかどうか

賞味期限・消費期限・使用期限など

環境への配慮

社会への配慮

地域への配慮

無回答

0 10 20 30 40 50 60 70 80

0 5 10 15 20 25

10

5

「消費生活センター」について知っていましたか。次の中から当てはまるものに○を付けてください。

商品やサービスを選ぶ際に、意識するポイントは？（当てはまるものすべてに○）

相談やセミナー・講座、
啓発活動を行っていることを知っている

相談ができることを知っている

名前だけは聞いたことがある

知らない

その他

無回答

5.8%
65.2%

21.1%
20.7%

17.8%
14.3%
14.4%

10.5%
17.2%

16.2%
12.5%
12.4%

3.3%
4.1%

0.3%
0.8%

9.2%
7.9%

1.9%
6.0%

0.8%
3.0%

0.8%
1.9%

0.6%
2.3%

26.7%
19.7%

38.4%
10.6%

26.7%
0%
0%
0%
2.3%
4.5%

価格

デザイン

メーカー・ブランド

品質

安全性

生産場所・生産地

容器・包装が少ないかどうか

賞味期限・消費期限・使用期限など

環境への配慮

社会への配慮

地域への配慮

無回答

0 10 20 30 40 50 60 70 80

0 5 10 15 20 25

10

5

【受講生の感想】

消費者問題、消費者政策についてこれまでの授業で
多くの知識が身についた。次は、自分自身がこれら
の知識を伝えていかなければならないと感じた。

ネット社会の今、SNSで若者の目がよく届くところ
の情報発信にもっと力を入れたり、小・中学校等の
義務教育での授業やゲストスピーカーにより知って
もらうための活動も効果的だと思います。

講義を聞くまで、消費生活センターの名前は知ってい
たが、実際にどのような活動をしているか知りませんで
した。私のように、知らない人にも知ってもらうため、
もっと情報を発信するべきだと思いました。

被害に遭わないよう知識を身につけることが最善だ
と思ったが、もし被害に遭ったときは、相談しよう
と思った。

…開始時
…終了時 回収数

講座開始時86名分

講座終了時66名分
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10消費者の行動で社会を変えられる

日本の人口1億2500万人余の多くが消費者です。消費者の支出は国内総生産の5割以上を占
め、家計の金融資産残高は1900兆円以上と言われています。何を購入し、どう使い、どう捨て
るか、消費者の消費行動は、社会、経済、政策に大きく影響をあたえる力となっています。
ECO商品や地産地消商品の購入、節電・省エネなど地球温暖化防止活動、エコバッグの使用・
食品ロスの削減などの消費者の行動や声は、政策や企業活動にも影響を及ぼしています。自動
車に関する排気ガス規制やエコカーの開発、スーパーのレジ袋有料化、電気製品の省エネ商品
の開発、食品などフェアトレード商品の増加、ファッション業界における毛皮使用の廃止（Fur 
Free）などです。

また、最近、高齢者の消費者被害相談が増加しています。孤立している高齢者への情報提供や、
被害防止のための見守りや助言が必要です。家族、地域、自治体、警察、企業（金融機関など）
などの連携が求められます。何より、高齢者の周りにいる私たち消費者が、最新の被害事例を
知り、見守り活動をすることによって、多くの被害を防止することができます。

さらに、民法の成年年齢が、まだ高校生である18歳に引き下げられることになり、若者をター
ゲットとする悪質商法が増加する可能性があります。消費者教育による若者自身の自覚的な消
費行動とともに、学校、地域、家庭の見守り活動が被害防止に重要な役割を果たします。

このように、今、消費者は、その行動によって社会、経済、政策、そして消費者被害の現状
を変える大きな力を持っているのです。

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10今、求められる、消費者の自覚的・積極的な消費行動

このような消費者の大きな影響力は、行動によっては、逆に社会、経済、政策に悪影響を及
ぼすことになりかねません。プラスティックゴミや食品ロスを多く排出したり、模倣ブランド
品をそれと知りながら購入したり、高齢者・若者の消費者被害を見過ごしたりすれば、安心で
安全な社会の実現が後退します。国連が掲げた豊かな社会を持続させるための開発目標（SDGs）
においても、17の目標の1つに「12　つくる責任　つかう責任」を挙げて、消費者に持続可能

な社会の実現のために責任のある消費を求めています。
地球温暖化防止の活動をしているグレタ・トゥンベリさんの「大人が私の未来を台無しにし

ようとしている。」とのメッセージは、政治家だけでなく、私たち消費者一人一人が受けとめな
くてはならない課題です。

今、私たちは、自らの消費行動が社会に及ぼす影響力を意識しながら自覚的・積極的に行動
することが求められています。2012年に制定された「消費者教育の推進に関する法律」では、
このように行動する市民を「消費者市民」と呼び、その増加のための消費者教育を推進してい
くことを定めています。

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10重要となる消費者教育

消費者市民とは、生活における消費行動において、ⅰ)自分、ⅱ)家族、ⅲ)地域や日本全体、ⅳ)
地球全体、ⅴ)こどもなど将来の人々や未来の社会に、どんな影響を及ぼすかを考えて、公正で
持続的な豊かな社会の形成のために何ができるか考え、選択する、いわば五方良しの消費行動
をする市民です。本当に必要かを考え、表示や勧誘文言を鵜呑みにせず自分で判断し、環境や
社会のためになる「地産地消」「ECO商品」「フェアトレード」などの商品を選ぶなど、意識し
ながらできることから始めましょう。そのために、消費者教育が重要です。様々な消費者問題
を知る機会に参加し、また、ほかの皆さんにも自覚的・積極的に行動することの重要性を知ら
せていくことが必要です。

私たち「京都消費者契約ネットワーク」も、パンフレットやシンポジウムなど様々な機会を
提供させていただきますので、是非ご活用ください。

消費者の力を知って、
自覚的・積極的消費者になろう

NPO法人京都消費者契約ネットワーク
（内閣総理大臣認定適格消費者団体）

理事長　野々山　宏



28　 　29

「消費者市民社会」とは、どのような社会でしょうか。それは、消費者一人一人が、自分だけで
なく周りの人々や将来生まれる人々の状況、内外の社会情勢や地球環境までに想いを馳せて生活し、
社会の発展と改善に積極的に参加する社会のことですが、生協(消費生活協同組合)の立場から消費
者市民社会とエシカル消費について考えてみたいと思います。まず、消費者市民社会に大きく関わ
ることとして世界中が目指す持続可能な開発目標SDGsがあります。2015年国連において採択さ
れた目標で、誰一人取り残さない社会の実現を目指し、今現在世界で生きる人々でなく何世代もの
先の人々が、この地球で人間らしく生活し続けられるために必要な17の目標が掲げられています。
このSDGsの17の目標を実現するための重要な手段として挙げられるのがエシカル消費です。エ
シカル消費とは、買い物をする時に自分の視点だけでなく、環境や社会など他社への視点をプラス
する消費のことですが、生協ではこれを「誰かの笑顔につながるお買い物」と表現し、「環境」「地域」

「社会」「人々」の4つの視点で取り組んでいます。もともと生協は社会的課題に取り組んできた歴
史があり、エシカルと関係が深いと思っています。例えば、「環境」の視点から、今では定着しつ
つある買い物の際のマイバック持参ですが、京都生協は、1985年よりマイバック持参を呼びかけ、
1996年からは、全店舗でレジ袋の有料化を行い、マイバック持参率は現在92%以上で100%を目
指しています。また、問題となっている食品ロスについては、賞味・消費期限切れの食品削減につ
ながる取組や家庭での食べキリ・使いキリにつながる取組が店舗で評価され、京都府・京都市が推
進されている「食べ残しゼロ推進店舗」に全店舗認定されました。このような実践の積み重ねが持
続可能な未来につながっていくと考えます。では、消費者の私たちが持続可能な未来に向けてでき
ることを考えみると、実は普段の生活の中でエシカルな消費行動をしています。先ほどのマイバッ
ク持参や3R、地産地消、被災地支援など、実践されていることは案外あるのではないでしょうか。
ですが、エシカル消費についてはまだまだ、認知度や意識が低いのが現状です。今日の教育現場に
おいてSDGsやエシカル消費を学ぶ機会が増えていることはとても心強く感じます。子どもの頃か
ら知る、学ぶことで持続可能な未来へ続く多くのストーリーを知り、誰かの笑顔に想いを馳せ、行
動できる消費者になっていってほしいと願います。また、人にはそれぞれの立場や価値観があり、
全てにおいてエシカル消費が優先されるとは限りませんが、消費者教育推進法や消費者基本法にあ
るように消費者団体の役割として生協は、様々な学びの場や広報を通して消費者市民社会〜エシカ
ル消費をこれからも発信していきます。これまで一緒に取組をさせていただいている行政、他団体
の皆さんとより一層の連携をはかり、これからの未来を担う世代の皆さんに消費者市民社会が浸透
することが重要だと考えます。ご一緒に取り組んでいきましょう。

消費者市民社会と
エシカル消費

京都生活協同組合 副理事長  川村　幸子

消費生活フェスタ

子どもからお年寄りまで幅広い世代が
交流しながら、日常生活における身近な
問題や今まさに私たちが取り組んでいか
なければならない課題などについて、一
緒になって学び、考えることを目的とし
て、多世代交流・学習型イベントとして
開催。

落語を採り入れた消費生活イベント

一人暮らしの高齢者等は、地域から孤立しがちで情報
弱者となりやすいため、他の年代に比べて悪質商法等の
標的になりやすい傾向にあります。こうした高齢者等に
消費生活に関する話題を分かりやすく伝えることによ
り、消費者問題への関心を高めてもらうことを目的とし
て、平成24年度から落語を採りいれた消費生活イベン
トを実施。

大学生サークルによる
フェアトレード商品の販売

小学生向けワークショップ

消費者力パワーアップセミナー

消費者問題に対する市民の関心と理解を深めるた
め、消費生活に関わる最新の情報や制度等のくらし
に役立つ情報を専門家から提供するセミナーを、京
都府、京都生活協同組合及びNPO法人コンシュー
マーズ京都と共催で開催。

子ども消費生活講座

夏休み期間を利用した小学生向け
体験型消費生活講座として、子ども
たちが直接「見て」「聴いて」「確かめ」

「体験」しながら、消費者問題に関心
を持ち、楽しく学べることを目的と
して講座を開催。

その他の取組
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「安全や防災」では、近年多発している自然
災害を想定して、災害発生時のライフラインが
使えない状況でも生き抜くための知恵や工夫
を、クイズやグループワークを通して考え学ぶ
プログラムとなっています。「食育」では、「〜
いただきます〜で育もう」をスローガンに実際
調理し、あいしく試食しながら食の大切さの理
解を深めていきます。「地球環境やエネルギー」
では、地球環境問題を身近に捉えて、温暖効果
ガスの排出量削減についてゲーム形式で楽しく
学ぶプログラム等を用意しています。

また、高齢者や主婦層向けにも、色んな啓蒙
活動を実施しています。一例として、料理講習
会や施設見学会を開催した際に、安全セミナー
を開講しています。地震に強いガス管を紹介し
たり、ガス遮断時におけるマイコンメーター復
帰操作を説明したりして、暮らしの安全をサ
ポートしています。一方で、市の消費生活セン
ターでは、依然として高齢者被害に関する相談
が多いのが実情です。このため、大阪ガスの代

理店が高齢者と契約する際は、第三者確認を実
施することで高齢者トラブルが無くしていこ
う、といった取組を推進しております。

今後も社会情勢は大きく変化していきます。
自然災害の更なる多発化・激甚化や感染症の拡
大、デジタル化の進展、持続可能な社会の実現
に向けた機運の高まり、等が想定されます。同
時に、ぜい弱な消費者の増加等、消費者の多様
化も進行していきます。更なる高齢化の進行、
成年年齢の引下げ、世帯の単身化・地域コミュ
ニティの衰退。このような外部環境の変化を敏
感に察知しながら、消費者に寄り添った取組を
行っていきたいと思います。

タビオ株式会社では，靴下の製造過程で出る
リング状の廃材「はぎれわっか」を特別支援学
校や老人福祉施設等に無償提供し、さらに社員
が訪問し指導してコースターやマット等の作品
を作る活動を支援しています。廃材を焼却せず
に利用することでCO₂排出削減につながるだけ
でなく、製作作業が機能訓練やリハビリにもつ
ながると好評で、既に提供した施設は500か所
を超えています。これはSDGsの目標12「つく
る責任、つかう責任」につながります。

消費者教育推進の機運を高めるとともに、市
民一人一人の消費者力の向上を図るため、消費
生活に係る情報の発信、消費者団体による自主
的な取組の紹介、幼児期から高齢期までの年齢
階層に応じた消費生活に関する学習機会を提供
する市民参加型イベントとして開催する消費生
活フェスタにおいて、「靴下でソックスアニマ
ルを作ろう！」等のワークショップを実施する
など、京都市をはじめとした行政機関とも協同
した取組を進めています。

料理講習会での安全セミナー はぎれわっか はぎれわっかで作ったコースター

 大
阪
ガ
ス
の
取
組

 タ
ビ
オ
の
取
組

大阪ガスでは、小学生を対象とした
多くの学びのメニューを準備しています。

安全や防災、食育、地球環境やエネルギーについて、
楽しみながら学べる内容となっています。 アニマルソックス作りの風景

※�開催地域は大阪ガスの供給エリア内で、授業の回数には限
りがあります。




